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１. 電力小売全面自由化の進捗状況について

























大手電力（旧一般電気事業者）の2018年度決算概要

直近の2018年度決算では、北海道・東京・北陸の3社は、気温や降水量の影響
等もあり増益。

残りの７社は、燃料費調整額の期ずれ影響等により減益。
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Topic.1：災害による損失計上

①北海道電力（胆振東部地震）：特別損失▲40億円（この他、収支影響▲65億円）、②関西電力（台風21号）：特別損失▲128億円、

③中国電力（2018年7月豪雨災害）：特別損失▲37億円 その他電力会社等も災害対応費用を経常費用に計上。

Topic.2：減価償却方法の変更

○1979年以降、各社は会計上「定率法」を採用していたが、2020年3月期から、北海道・北陸・関西・中国の4社が、会計上の減価償却方
法を「定額法」に変更。

⇒ 電力各社が会計上「定率法」を用いていることを前提とされていた諸規定について技術的な改正（定額法で減価償却を行うことに伴
う引当金の引当方法や、託送収支算定規則の様式の記載方法）が求められる。

⇒ 今後、減価償却方法を変更した会社においては、料金について、今回の変更を踏まえた審査が必要と考えられる。

（単位：億円） 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

営業収益（売上高）7,522 22,443 63,384 30,350 6,229 33,076 13,769 7,372 20,172 2,054

経常利益 301 657 2,765 1,129 66 2,036 126 251 525 52

(前年同期比) +107 ▲226 +216 ▲156 +39 ▲134 ▲180 ▲28 ▲211 ▲31

売上高経常利益率 4.0% 2.9% 4.3% 3.7% 1.0% 6.1% 0.9% 3.4% 2.6% 2.5%

自己資本比率 11.1% 17.9% 22.6% 29.7% 19.9% 20.9% 17.0% 23.6% 13.3% 37.8%

出所：各社連結決算データ













2. ガス小売全面自由化の進捗状況について



 小売全面自由化後、これまでに6９社がガス事業法に基づく「ガス小売事業」の登録を
行っている。このうち、今回の自由化を機に、越境販売を含め、新たに一般家庭へ供給
（予定を含む）しているのは、2８社。（2019年5月27日時点）

・河原実業 ※１

・レモンガス ※１

・サイサン ※１

・イワタニ長野
・赤間商会
・ガスパル ※１

・クリーンガス金沢
・有限会社ファミリーガス
・有限会社神崎ガス工業
・エネックス ※１

・三ツ輪商会
・藤森プロパン商会
・日東エネルギー ※１

ＬＰガス事業者（13社）

・朝日ガスエナジー
・岩谷産業
・三菱ケミカル
・テツゲン
・仙台プロパン
・ネクストエネルギー
・上越エネルギーサービス
・東京ガスエンジニアリングソリューションズ
・北陸天然瓦斯興業
・合同資源
・鈴与商事
・鈴興
・富山グリーンフードリサイクル
・甲賀エナジー
・近畿エア・ウォーター
・小倉興産エネルギー
・熊本みらいエル・エヌ・ジー
・新日鐵住金
・プログレッシブエナジー
・りゅうせき

旧大口ガス事業者※２（20社）
・ＪＸＴＧエネルギー ※１
・石油資源開発
・国際石油開発帝石
・三愛石油
・南遠州パイプライン
・エア・ウォーター
・東北天然ガス
・エネロップ
・筑後ガス圧送

旧ガス導管事業者※３（9社）

・東京ガス ※１

・日本瓦斯 ※１

・東彩ガス ※１

・東日本ガス ※１

・新日本ガス ※１

・北日本ガス ※１

旧一般ガス事業者（6社）

・東北電力
・東京電力エナジーパートナー ※１

・中部電力 ※１

・関西電力 ※１

・四国電力
・九州電力 ※１

電気事業者（6社）

※１越境販売を含め新たに一般家庭へ供給（予定を含む）
※２旧大口ガス事業者 年間ガス供給量 10万㎥以上の大口需要家へのガスの供給を行う

者で、一般ガス事業者、簡易ガス事業者、ガス導管事業者に該当する者を除いた者
※３旧ガス導管事業者 自らが維持し、及び運用する特定導管により、卸供給及び大口供

給の事業を行う者のうち、一般ガス事業者や簡易ガス事業者に該当する者を除いた者

その他の事業者（15社）
・日本ファシリティー・ソリューション
・豊富町
・ファミリーネット・ジャパン ※１
・HTBエナジー ※１
・イーレックス ※１
・中央電力 ※１
・CDエナジーダイレクト ※１
・関電エネルギーソリューション
・PinT ※１
・エフビットコミュニケーションズ ※１
・アストマックス・トレーディング ※１
・イーエムアイ ※１
・CSエナジーサービス
・びわ湖ブルーエナジー ※１
・島原Gエナジー ※１（注１）旧一般ガス事業者及び旧簡易ガス事業者

のうち、みなしガス小売事業者は除く。

（注２）事業譲渡の場合は除く。

自由化後の小売事業者の登録状況
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